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カーボンニュートラル・脱炭素経営に関するアンケート調査
〜カーボンニュートラルへの意識は高いものの、CO2排出量の算定は浸透せず〜

【
調
査
目
的
】

　

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
（
以
下
、Ｃ
Ｎ
）

や
脱
炭
素
に
対
す
る
意
識
や
、
取
り
組
み
等

を
把
握
す
る
た
め
、標
記
調
査
を
実
施
し
た
。

【
調
査
概
要
】

●
期
間　

令
和
６
年
４
月
22
日
㈪
～

５
月
17
日
㈮

●
調
査
対
象　

会
員
企
業
の
う
ち
、
無
作
為

　

に
抽
出
し
た
２
︐０
０
０
件

●
調
査
方
法　

Ｆ
Ａ
Ｘ
・
メ
ー
ル
で
送
付
、

　

Ｗ
ｅ
ｂ
フ
ォ
ー
ム
お
よ
び
Ｆ
Ａ
Ｘ
で
回
答

●
回
答
数　

２
９
９
件
（
14
・
６
％
）

【
属
性
】

※
端
数
処
理
に
よ
り
パ
ー
セ
ン
テ
ー
ジ
の
合
計
値
が

　

合
わ
な
い
こ
と
が
あ
る
。

　

全
体
の
約
７
割
が
、
取
り
組
み
の
必
要
性

を
感
じ
て
い
る
と
回
答
し
た
（
グ
ラ
フ
１
）。

従
業
員
規
模
別
に
集
計
す
る
と
、
従
業
員
規

模
が
大
き
く
な
る
に
つ
れ
て
、「
Ｃ
Ｎ
」「
脱

炭
素
」
に
対
す
る
意
識
が
高
ま
っ
て
い
る
こ

と
が
わ
か
る
。

　

全
体
の
８
割
以
上
が
「
算
定
し
た
こ
と
が

な
い
」
と
答
え
、算
定
実
績
が
あ
る
企
業
は
、

全
体
の
１
割
程
度
に
留
ま
っ
た
（
グ
ラ
フ

２
）。
日
本
商
工
会
議
所
が
実
施
し
た
全
国

的
な
調
査
で
は
、
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
を

把
握
・
算
定
し
て
い
る
企
業
は
、
全
体
の
約

４
割
を
占
め
る
結
果
で
あ
っ
た
。
県
内
企
業

の
算
定
実
績
は
、
全
国
水
準
よ
り
低
い
結
果

と
な
っ
た
。
ま
た
、
従
業
員
規
模
別
に
み
る

と
、
従
業
員
数
10
名
以
下
の
企
業
で
は
、「
算

定
し
た
こ
と
が
な
い
」
の
回
答
が
９
割
以
上

を
占
め
た
。

　

Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
を
算
定
し
て
い
な
い
理
由

と
し
て
、「
算
定
方
法
が
不
明
」、「
必
要
性

が
な
い
」
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
た
（
表
３
）。

Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
の
算
定
を
進
め
る
に
は
、「
Ｃ

Ｎ
」「
脱
炭
素
」
の
重
要
性
や
メ
リ
ッ
ト
に

対
す
る
理
解
を
深
め
る
と
と
も
に
、
Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
の
算
定
に
か
か
る
具
体
的
な
手
法
や

ツ
ー
ル
の
提
供
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

　

一
方
、
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
を
算
定
し
た
こ
と

が
あ
る
企
業
に
算
定
理
由
を
尋
ね
た
と
こ

ろ
、「
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
観
点
、
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
目
標
達

成
」
が
最
も
多
く
、
次
い
で
「
環
境
規
制
や

法
令
順
守
」が
挙
げ
ら
れ
た（
表
４
）。
ま
た
、

取
引
先
か
ら
求
め
ら
れ
、
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
を

算
定
し
た
企
業
も
見
受
け
ら
れ
た
。

Ｃ
Ｎ
・
脱
炭
素
に
対
す
る
必
要
性

Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
の
算
定
実
績

CN・脱炭素への取り組みの必要性グラフ1

全体

6～10名

11～50名

51～100名

101名以上

（％）0 20 40 60 80 100

23.5％ 45.0％ 15.4％14.4％
1.7％

2.0％

1.2％

3.4％

14.1％ 41.6％ 22.8％ 19.5％

22.6％ 48.8％ 11.9％15.5％

24.1％ 65.5％ 3.4％ 3.4％

63.9％ 33.3％ 2.8％

■強く感じる　■多少感じる　■あまり感じない　■感じない　■わからない

（n=298） 【
用
語
解
説
】

●
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
…
排
出
す
る
温
室
効

果
ガ
ス
の
量
を
削
減
し
、
残
る
分
を
再
生
可
能
エ

ネ
ル
ギ
ー
や
植
樹
な
ど
で
相
殺
し
て
、
実
質
的
に

ゼ
ロ
に
す
る
こ
と
を
目
指
す
。

●
脱
炭
素
…
二
酸
化
炭
素
な
ど
の
温
室
効
果
ガ
ス

の
排
出
を
減
ら
す
こ
と
を
目
指
す
。
化
石
燃
料
の

使
用
を
減
ら
し
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
活
用

す
る
こ
と
で
達
成
さ
れ
る
。

表１表１ 業種内訳
製造業 23.1%

建設業 20.1%

飲食・サービス業 17.4%

卸売業 16.1%

小売業 8.0%

金融・保険・不動産業 7.7%

運輸業 3.0%

情報通信業 2.3%

その他 2.3%

表２表２ 従業員規模内訳
0 ～ 10 名 50.2%

11 ～ 50 名 28.1%

51 ～ 100 名 9.7%

101 ～ 200 名 2.7%

201 ～ 300 名 4.0%

301 名以上 5.4%
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（n=251）

（n=43）

　

　
「
省
エ
ネ
の
推
進
」（
42
・
３
％
）
や
、「
省

エ
ネ
設
備
へ
の
更
新
・
導
入
」（
34
・
８
％
）

が
最
も
多
か
っ
た
（
グ
ラ
フ
３
）。
ま
ず
は

省
エ
ネ
を
通
じ
て
環
境
負
荷
の
低
減
を
目
指

し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。「
太
陽
光
発
電

の
導
入
」（
10
・
６
％
）
な
ど
、
再
生
可
能

エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導
入
を
試
み
る
企
業
も
一
部

あ
っ
た
。
一
方
で
、「
特
に
取
り
組
ん
で
い

な
い
」
と
回
答
し
た
企
業
も
34
・
５
％
と
少

な
く
な
か
っ
た
。

　
「
コ
ス
ト
に
見
合
う
効
果
が
見
込
め
な
い
」

が
最
も
多
く
、
次
い
で
「
ど
こ
の
レ
ベ
ル
ま

で
取
り
組
め
ば
い
い
か
分
か
ら
な
い
」
が
課

題
と
し
て
挙
げ
ら
れ
た
（
グ
ラ
フ
４
）。
具

体
的
な
メ
リ
ッ
ト
が
不
明
確
な
上
、
取
り
組

み
の
ゴ
ー
ル
を
設
定
で
き
な
い
こ
と
が
課
題

と
な
っ
て
い
る
。
そ
の
他
、
人
材
や
資
金
な

ど
の
リ
ソ
ー
ス
不
足
や
、
何
か
ら
着
手
す
べ

き
か
等
の
課
題
が
挙
げ
ら
れ
た
。

　

「
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
・

脱
炭
素
経
営
入
門
セ
ミ
ナ
ー
」

■
開
催
日
時
：
令
和
６
年
９
月
３
日
㈫

　

13
時
30
分
～
15
時
30
分

※
終
了
後
、
個
別
相
談
を
実
施
。

■
会
場
：
福
井
商
工
会
議
所
国
際
ホ
ー
ル

■
対
象
：
中
小
企
業
の
経
営
者
、
部
門
長
等

■
内
容
：
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
や
脱
炭

　

素
経
営
の
必
要
性
・
カ
ー
ボ
ン　

ニ
ュ
ー

　

ト
ラ
ル
に
取
り
組
ま
な
い
リ
ス
ク
・
カ
ー

　

ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
取
り
組
み
ス
テ
ッ

　

プ
等
／
事
例
紹
介
／
支
援
施
策
の
紹
介

■
講
師
・
個
別
相
談
：

　

中
小
機
構 

中
小
企
業
ア
ド
バ
イ
ザ
ー

　

坂
田
卓
也 

氏
、
友
田
和
幸 

氏

■
共
催
：

（独）
中
小
企
業
基
盤
整
備
機
構
北
陸　

　

本
部（
予
定
）、福
井
県
環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー

　

懇
話
会

■
お
申
込
み
：
福
井
商
工
会
議
所
Ｈ
Ｐ
よ
り

セ
ミ
ナ
ー
の
お
知
ら
せ

Ｃ
Ｎ
・
脱
炭
素
に
取
り
組
む
上
で
の
課
題

Ｃ
Ｎ
・
脱
炭
素
の
取
り
組
み

福井商工会議所
産業技術・DX推進課

0776-33-8252
詳細につ
いては、
QRコー
ドから▶

お問合せ

CN・脱炭素の取り組み（複数回答）グラフ3
省エネの推進

省エネ設備への更新・導入
環境負荷の小さい車両（EV・PHEV）の導入

太陽光発電の導入
脱炭素関連ビジネスの展開
CO2排出量削減目標の設定
再エネ電力の活用・導入

環境関連の認証制度の取得
環境ブランディングの実践

蓄電池の導入
環境価値の購入（カーボンオフセット）

その他
特に取り組んでいない

（n=293）

0 10 20 30 40 50（％）

42.3％
34.8％

11.3％
10.6％

8.2％
6.1％
4.1％

1.7％
1.0％
3.1％

34.5％

3.8％
3.8％

CO2排出量の算定実績の有無グラフ2

全体

0～10名

11～50名

51～100名

101名以上

0 20 40 60 80 100

85.5％

96.0％ 4.0％

14.5％

87.8％ 12.2％

86.2％

36.1％ 63.9％

13.8％

■算定したことがない　■算定したことがある

（n=297）

（％）

CN・脱炭素に取り組む上での課題（複数回答）グラフ4

コストに見合う効果が見込めない

どのレベルまで取り組めばいいか分からない

何から始めればいいか分からない

取り組むための資金がない

取り組みの推進担当者がいない

誰に相談すればいいか分からない

その他

特に課題はない

（n=288）

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45（％）

41.7％

31.6％

26.7％

21.2％

20.8％

11.1％

2.8％

22.6％

表３表３ CO2排出量を算定していない理由（複数回答）
算定方法が不明 45.8%
必要性が無い 37.5%
知識を持つ人材が不足 33.1%
消費エネルギーの未把握 26.3%

表 4表 4 CO2排出量を算定している理由（複数回答）
CSR の観点、SDGs 目標達成 58.1%
環境規制や法令順守 41.9%
コストの削減 32.6%
取引先からの依頼 25.6%


